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大綱・国税庁Q＆Aをもとにまずは確認
飲食料品の消費税率１％への
引下げに伴う経理実務への影響
こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス

●2027年4月1日から2029年3月31日まで、飲食料品の消費税率は1％となる一方、
定期購読新聞は8％、外食・酒類等は10％のままである。企業は税率区分の追加が
必要となる。

●課税方式に関する届出は、2027年4月1日の属する課税期間中に提出できる。ただし、
確定申告期限まで延長されるわけではなく、決算確定前の試算と届出の要否に係る
判断が必要となる。

●食品販売関連事業者だけでなく、飲食料品を経費購入する事業者にも影響する。適
格請求書（以下、「インボイス」という）、会計・申告および2029年の8％復帰を見据
えた対応が求められる。

デロイト トーマツ税理士法人
税理士

纐纈　明美
デロイト トーマツ税理士法人

野村　和子

実  務実  務
解説

は
じ
め
に

飲
食
料
品
の
消
費
税
率
の
引
下
げ
を
め

ぐ
っ
て
は
、
当
初
、
税
率
を
２
年
間
０
％

と
す
る
案
が
検
討
さ
れ
て
い
た
。そ
の
後
、

２
０
２
６
年
７
月
29
日
に
公
表
さ
れ
た
社

会
保
障
国
民
会
議
の「
中
間
と
り
ま
と
め
」

を
受
け
、翌
30
日
の
総
理
会
見
に
お
い
て
、

０
％
と
す
る
場
合
よ
り
も
事
業
者
の
シ
ス

テ
ム
改
修
期
間
を
短
縮
で
き
、
２
０
２
７

年
４
月
か
ら
の
実
施
が
可
能
で
あ
る
と
の

理
由
か
ら
、
飲
食
料
品
の
消
費
税
率
を

１
％
と
す
る
方
針
が
示
さ
れ
た
。
あ
わ
せ

て
、
所
得
に
連
動
し
た
給
付
を
先
行
導
入

す
る
こ
と
に
よ
り
、
全
体
と
し
て
飲
食
料

品
に
係
る
消
費
税
負
担
の
実
質
ゼ
ロ
化
を

図
る
考
え
方
が
示
さ
れ
た
⑴
。

こ
れ
を
受
け
、
２
０
２
６
年
８
月
５
日

に
閣
議
決
定
さ
れ
た「『
給
付
付
き
税
額

控
除
』の
制
度
導
入
の
基
本
方
針
」で
は
、

２
０
２
７
年
４
月
１
日
か
ら
２
年
間
、
現

行
の
軽
減
税
率
の
対
象
と
な
る
飲
食
料
品

の
消
費
税
率
を
１
％
と
す
る
こ
と
が
政
府

方
針
と
し
て
明
記
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
同

年
９
月
15
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た「
飲
食

料
品
消
費
税
率
の
臨
時
的
な
引
下
げ
及
び

就
業
者
負
担
軽
減
支
援
金
の
導
入
に
関
す

る
大
綱
」（
以
下
、「
大
綱
」と
い
う
）に
お
い

て
、
特
例
税
率
の
対
象
範
囲
に
加
え
、
課

税
事
業
者
の
選
択
、
簡
易
課
税
制
度
、
中

間
申
告
、
総
額
表
示
な
ら
び
に
定
期
供
給

契
約
お
よ
び
通
信
販
売
に
係
る
経
過
的
な

取
扱
い
等
が
具
体
化
さ
れ
た
⑵
。

今
回
の
措
置
で
は
、
飲
食
料
品
の
譲
渡

は
引
き
続
き
課
税
取
引
と
し
て
取
り
扱
わ

れ
、
売
上
税
額
お
よ
び
仕
入
税
額
控
除
の

計
算
も
継
続
す
る
。
そ
の
た
め
、
企
業
実

務
で
は
、
１
％
の
税
率
区
分
を
新
設
し
た

う
え
で
、
８
％
と
な
る
定
期
購
読
新
聞
お

よ
び
10
％
と
な
る
外
食
・
酒
類
等
と
区
分

し
、
イ
ン
ボ
イ
ス
、
会
計
処
理
、
申
告
お

よ
び
価
格
表
示
へ
反
映
す
る
必
要
が
あ
る
。

さ
ら
に
、
国
税
庁
か
ら
は「
飲
食
料
品

に
係
る
２
年
間
の
消
費
税
率
引
下
げ
に
関

す
る
Ｑ
＆
Ａ
」（
以
下
、「
Ｑ
＆
Ａ
」と
い
う
）

が
公
表
さ
れ
、
適
用
時
期
、
イ
ン
ボ
イ
ス

の
記
載
、
届
出
手
続
、
簡
易
課
税
の
計
算
、

中
間
申
告
お
よ
び
総
額
表
示
等
の
取
扱
い

が
具
体
化
さ
れ
て
い
る
⑶
。
た
だ
し
、
大

綱
お
よ
び
Ｑ
＆
Ａ
は
い
ず
れ
も
、
法
案
が

国
会
で
可
決
・
成
立
し
た
場
合
を
前
提
と

す
る
も
の
で
あ
り
、
Ｑ
＆
Ａ
も
今
後
の
照

会
等
を
踏
ま
え
て
追
加
・
改
訂
さ
れ
る
こ

と
が
想
定
さ
れ
る
た
め
、
今
後
の
更
新
内

容
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。本
稿
で
は
、

大
綱
お
よ
び
Ｑ
＆
Ａ
を
前
提
に
、
経
理
実

務
へ
の
影
響
と
現
時
点
か
ら
検
討
す
べ
き

事
項
を
解
説
す
る
。

な
お
、
以
下
の
内
容
は
大
綱
お
よ
び
Ｑ
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＆
Ａ
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
実
際
の
適

用
に
あ
た
っ
て
は
、
２
０
２
６
年
秋
の
臨

時
国
会
で
成
立
が
見
込
ま
れ
る
関
連
法
令

等
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
点
に
、
留
意

さ
れ
た
い
。

本
稿
の
意
見
に
わ
た
る
部
分
は
筆
者
の

私
見
で
あ
り
、
所
属
す
る
組
織
の
公
式
見

解
で
は
な
い
。

⑴　

社
会
保
障
国
民
会
議「
中
間
と
り
ま
と
め
」（
令
和
８
年

７
月
29
日
）お
よ
び
令
和
８
年
７
月
30
日「『
飲
食
料
品
に

係
る
消
費
税
率
の
引
下
げ
』及
び『
給
付
付
き
税
額
控
除
』

に
つ
い
て
の
総
理
会
見
」。

⑵　
「『
給
付
付
き
税
額
控
除
』の
制
度
導
入
の
基
本
方
針
」

（
令
和
８
年
８
月
５
日
閣
議
決
定
）お
よ
び「
飲
食
料
品
消

費
税
率
の
臨
時
的
な
引
下
げ
及
び
就
業
者
負
担
軽
減
支
援

金
の
導
入
に
関
す
る
大
綱
」（
令
和
８
年
９
月
15
日
閣
議
決

定
）。

⑶　

国
税
庁
軽
減
税
率
・
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
対
応
室「
飲
食

料
品
に
係
る
２
年
間
の
消
費
税
率
引
下
げ
に
関
す
る
Ｑ
＆

Ａ
」（
令
和
８
年
９
月
）。

制
度
の
概
要
と
影
響
を

受
け
る
事
業
者

⑴　

飲
食
料
品
の
税
率
を
２
年
間

１
％
に
引
下
げ

大
綱
で
は
、
２
０
２
７
年
４
月
１
日
か

ら
２
０
２
９
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
行

わ
れ
る
飲
食
料
品
の
譲
渡
お
よ
び
保
税
地

域
か
ら
の
引
取
り
に
つ
い
て
、
国
税
０
・

７
８
％
、
地
方
消
費
税
０
・
２
２
％
を
合

わ
せ
て
１
％
を
適
用
す
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
る
。
１
％
の
対
象
と
な
る
飲
食
料
品
の

範
囲
は
、
現
行
の
軽
減
税
率
の
対
象
範
囲

と
同
じ
で
あ
る
⑷
。
こ
の
た
め
、
現
行
制

度
に
お
け
る
対
象

品
目
の
判
定
を
基

本
的
に
引
き
続
き

用
い
る
こ
と
が
で

き
る
。

一
方
、
週
２
回

以
上
発
行
さ
れ
る

新
聞
の
定
期
購
読

分
は
今
回
の
引
下

げ
の
対
象
外
で
あ

り
、
引
き
続
き

８
％
と
な
る
。
外

食
、
ケ
ー
タ
リ
ン

グ
お
よ
び
酒
類
等

に
つ
い
て
も
10
％

の
ま
ま
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、

制
度
開
始
後
は
、

同
一
の
事
業
者
に
お
い
て
１
％
、
８
％
お

よ
び
10
％
の
３
税
率
が
並
存
す
る（
図
表

１
）。
２
０
２
９
年
４
月
１
日
に
飲
食
料

品
の
譲
渡
等
を
８
％
へ
戻
す
こ
と
も
予
定

さ
れ
て
い
る
た
め
、
既
存
の
８
％
の
税
率

区
分
を
１
％
へ
置
き
換
え
る
の
で
は
な

く
、
１
％
の
税
率
区
分
を
新
設
し
、
開
始

時
と
終
了
時
の
双
方
で
切
り
替
え
ら
れ
る

設
計
と
す
る
必
要
が
あ
る
。

⑷　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
１
―
１（
改
正
の
概
要
）お
よ
び
問
１
―

２（
飲
食
料
品
の
範
囲
）。

⑵　
影
響
を
受
け
る
業
種

影
響
が
大
き
い
の
は
、
食
品
製
造
、
食

品
卸
・
小
売
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
、

ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
、
百
貨
店
の
食
品

部
門
、
Ｅ
Ｃ
・
通
信
販
売
、
宅
配
、
外
食
・

中
食
等
の
事
業
者
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
事

業
者
で
は
、
売
上
側
に
１
％
取
引
が
相
当

数
生
じ
る
た
め
、
商
品
マ
ス
タ
ー
、
Ｐ
Ｏ

Ｓ
、
受
発
注
、
価
格
表
示
、
請
求
書
、
販

売
管
理
、
在
庫
、
会
計
お
よ
び
消
費
税
申

告
ま
で
対
応
範
囲
が
広
い
。

な
か
で
も
、
外
食
事
業
者
で
は
、
店
内

飲
食
に
係
る
売
上
げ
に
は
10
％
が
適
用
さ

れ
る
一
方
、
食
材
等
の
仕
入
れ
に
は
１
％

が
適
用
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
。
ま
た
、
同

一
の
商
品
で
あ
っ
て
も
、
店
内
飲
食
は

10
％
、
テ
イ
ク
ア
ウ
ト
・
宅
配
は
１
％
と

な
る
た
め
、
販
売
形
態
に
よ
る
税
率
差
は

現
行
の
２
ポ
イ
ン
ト
か
ら
９
ポ
イ
ン
ト
に

拡
大
す
る
。注
文
時
の
販
売
形
態
の
確
認
、

セ
ッ
ト
商
品
の
判
定
、
売
上
訂
正
、
ク
ー

ポ
ン
・
ポ
イ
ン
ト
の
処
理
等
、
現
行
の
軽

減
税
率
対
応
で
用
い
て
い
る
業
務
手
順
が

そ
の
ま
ま
機
能
す
る
か
を
検
証
す
る
必
要

が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

こ
れ
に
対
し
、
飲
食
料
品
を
販
売
し
な

い
サ
ー
ビ
ス
業
や
製
造
業
等
で
は
、
売
上

側
の
影
響
は
限
定
的
と
見
込
ま
れ
る
。

た
だ
し
、
会
議
用
飲
料
、
贈
答
用
食
品
、

出
張
時
の
飲
食
料
品
、
福
利
厚
生
関
連
の

購
入
等
、
仕
入
れ
・
経
費
側
で
は
１
％
取

引
が
生
じ
る
。
こ
の
た
め
、
飲
食
料
品
の

販
売
を
行
わ
な
い
事
業
者
で
あ
っ
て
も
、

会
計
シ
ス
テ
ム
や
経
費
精
算
シ
ス
テ
ム
等

に
１
％
の
税
区
分
を
設
け
る
対
応
は
必
要

と
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

課
税
方
式
の
選
択
と

届
出
関
係

⑴　
消
費
税
課
税
事
業
者
選
択
届
出

書
等
の
提
出
期
限
特
例
と
提
出
判

断飲
食
料
品
の
譲
渡
を
行
う
事
業
者
は
、

た
と
え
ば
、
仕
入
れ
が
標
準
税
率（
10
％
）

で
売
上
げ
が
税
率
１
％
と
な
る
場
合
、
課

税
事
業
者
と
し
て
一
般
課
税
で
申
告
す
る

こ
と
で
、
消
費
税
の
還
付
を
受
け
ら
れ
る

可
能
性
が
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
免
税

事
業
者
や
簡
易
課
税
事
業
者
は
還
付
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
ず
、
還
付
を
受
け
る
た

め
に
は
、
現
行
法
で
は
原
則
と
し
て
事
前

（
そ
の
課
税
期
間
が
始
ま
る
前
）に「
消
費

税
課
税
事
業
者
選
択
届
出
書
」や「
消
費
税

簡
易
課
税
制
度
選
択
不
適
用
届
出
書
」を

提
出
す
る
必
要
が
あ
る
。

大
綱
で
は
、
こ
れ
ら
の
届
出
書
の
提
出

期
限
の
特
例
が
設
け
ら
れ
、
飲
食
料
品
の

（図表1）　適用税率および適用期間
取引区分

適用期間
～ 2027年3月31日 2027年4月1日

～ 2029年3月31日 2029年4月1日～

飲食料品 8％ 1％ 8％
定期購読新聞 8％ 8％ 8％
外食・酒類等 10％ 10％ 10％
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譲
渡
を
行
う
免
税
事
業
者
が
、
２
０
２
７

年
４
月
１
日
の
属
す
る
課
税
期
間
か
ら
課

税
事
業
者
と
な
る
こ
と
を
選
択
す
る
場
合

に
は
、
同
課
税
期
間
中
に
消
費
税
課
税
事

業
者
選
択
届
出
書
を
提
出
す
る
こ
と
で
、

そ
の
課
税
期
間
か
ら
課
税
事
業
者
と
な
る

こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
る
。

同
様
に
、
簡
易
課
税
制
度
の
適
用
を
受

け
て
い
る
事
業
者
が
、
２
０
２
７
年
４
月

１
日
の
属
す
る
課
税
期
間
か
ら
一
般
課
税

へ
移
行
す
る
場
合
に
は
、
同
課
税
期
間
中

に
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択
不
適
用
届

出
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。ま
た
、

飲
食
料
品
の
譲
渡
を
行
う
事
業
者
に
つ
い

て
は
、
２
０
２
７
年
４
月
１
日
の
属
す
る

課
税
期
間
に
つ
い
て
は
、
簡
易
課
税
制
度

の
２
年
間
の
継
続
適
用
要
件
も
適
用
さ
れ

な
い
⑸
。

Ｑ
＆
Ａ
に
よ
れ
ば
、
こ
れ
ら
の
特
例
を

利
用
す
る
場
合
、
届
出
書
の
適
用
開
始
課

税
期
間
欄
に
は
２
０
２
７
年
４
月
１
日
の

属
す
る
課
税
期
間
を
記
載
し
、
参
考
事
項

欄
に
は「
飲
食
料
品
特
例
」と
記
載
す
る
と

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
法
案
が
成
立
し
た

場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
届
出
書
を
２
０

２
７
年
４
月
１
日
前
で
あ
っ
て
も
提
出
で

き
る
よ
う
に
す
る
予
定
と
さ
れ
て
い
る
⑹
。

消
費
税
課
税
事
業
者
選
択
届
出
書
ま
た

は
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択
不
適
用
届

出
書
は
、
２
０
２
７
年
４
月
１
日
の
属
す

る
課
税
期
間
中
に
提
出
す
る
必
要
が
あ

り
、
提
出
期
限
が
確
定
申
告
期
限
ま
で
延

長
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
点
に
留
意
が
必

要
で
あ
る
。

す
な
わ
ち
、
対
象
事
業
者
は
、
決
算
数

値
が
確
定
す
る
前
に
、
同
課
税
期
間
の
売

上
高
、
課
税
仕
入
れ
、
設
備
投
資
、
棚
卸

資
産
お
よ
び
輸
出
売
上
げ
等
を
見
積
り
、

免
税
事
業
者
に
あ
っ
て
は
課
税
事
業
者
を

選
択
す
る
か
、
簡
易
課
税
事
業
者
に
あ
っ

て
は
一
般
課
税
へ
移
行
す
る
か
を
判
断
す

る
必
要
が
あ
る
。
特
に
、
課
税
期
間
の
終

了
間
際
に
取
引
が
集
中
す
る
事
業
者
に

と
っ
て
は
、
届
出
期
限
ま
で
に
十
分
な
精

度
の
試
算
を
行
え
る
か
が
実
務
上
の
課
題

に
な
る
と
思
わ
れ
る
。
ま
た
、「
消
費
税
課

税
事
業
者
選
択
届
出
書
」を
提
出
し
て
課

税
事
業
者
と
な
っ
た
場
合
、
原
則
と
し
て

２
年
間
は
、
課
税
事
業
者
と
し
て
消
費
税

の
申
告
が
必
要
と
な
る
点
も
考
慮
す
る
必

要
が
あ
る
。

特
に
、
免
税
事
業
者
や
簡
易
課
税
制
度

の
適
用
を
受
け
る
小
規
模
事
業
者
で
は
、

前
記
の
と
お
り
、
飲
食
料
品
の
売
上
げ
に

１
％
が
適
用
さ
れ
る
一
方
、
施
行
日
前
に

８
％
で
取
得
し
た
棚
卸
資
産
や
、
10
％
が

適
用
さ
れ
る
経
費
・
設
備
投
資
等
に
係
る

仕
入
税
額
控
除
が
生
じ
る
た
め
、
一
般
課

税
へ
移
行
す
る
こ
と
で
還
付
と
な
る
可
能

性
が
あ
る
。

実
際
の
税
額
は
、
売
上
げ
・
仕
入
れ
の

見
積
り
の
精
度
、
適
格
請
求
書
の
保
存
状

況
、
棚
卸
資
産
や
設
備
投
資
に
係
る
仕
入

税
額
控
除
の
時
期
等
に
よ
っ
て
異
な
る
。

課
税
方
式
の
選
択
に
関
す
る
届
出
は
、

そ
の
提
出
の
有
無
や
時
期
に
よ
っ
て
税
負

担
が
大
き
く
異
な
る
場
合
が
あ
り
、
届
出

の
失
念
や
判
断
の
誤
り
は
、
顧
問
税
理
士

の
責
任
問
題
に
つ
な
が
り
得
る
。
こ
の
た

め
、
事
業
者
と
顧
問
税
理
士
の
間
で
、
特

例
の
適
用
可
能
性
、
試
算
の
実
施
時
期
、

判
断
期
限
お
よ
び
届
出
状
況
を
共
有
し
、

双
方
が
確
認
す
る
体
制
を
整
え
る
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。

な
お
、
試
算
に
あ
た
っ
て
は
、
年
間
の

納
付
税
額
の
み
を
比
較
す
る
の
で
は
な

く
、
免
税
事
業
者
が
課
税
事
業
者
と
な
る

課
税
期
間
の
初
日
の
前
日
に
お
い
て
所
有

す
る
棚
卸
資
産
に
係
る
仕
入
税
額
控
除
の

調
整
計
算
、
施
行
日
前
に
仕
入
れ
た
棚
卸

資
産
の
販
売
時
期
、
設
備
投
資
や
多
額
の

修
繕
の
実
施
時
期
、
適
格
請
求
書
の
受
領

見
込
み
等
も
織
り
込
む
必
要
が
あ
る
と
考

え
ら
れ
る
。

ま
た
、
一
般
課
税
へ
の
移
行
に
よ
り
還

付
が
見
込
ま
れ
る
場
合
に
は
、
還
付
ま
で

の
資
金
繰
り
や
、
還
付
申
告
に
際
し
て
提

示
を
求
め
ら
れ
得
る
資
料
の
整
備
も
あ
わ

せ
て
検
討
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
複
数

の
売
上
げ
・
仕
入
れ
の
シ
ナ
リ
オ
に
基
づ

い
て
試
算
し
、
そ
の
判
断
過
程
を
税
務
判

断
資
料
と
し
て
残
し
て
お
く
こ
と
が
、
翌

課
税
期
間
以
降
の
見
直
し
に
も
資
す
る
。

⑸　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
３
―
２（
免
税
事
業
者
か
ら
課
税
事
業
者

に
な
る
た
め
の
届
出
に
関
す
る
特
例
）お
よ
び
問
３
―
５

（
簡
易
課
税
か
ら
一
般
課
税
に
な
る
た
め
の
届
出
に
関
す

る
特
例
）。

⑹　

前
掲
注
⑸
。

⑵　
簡
易
課
税
制
度
の
計
算
方
法
の

特
例

簡
易
課
税
制
度
を
継
続
す
る
事
業
者
に

つ
い
て
は
、
現
行
制
度
で
は
一
定
の
納
付

税
額
が
発
生
す
る
こ
と
か
ら
、
１
％
対
象

の
飲
食
料
品
の
譲
渡
に
係
る
消
費
税
額
と

同
額
を
仕
入
税
額
と
す
る
特
例
が
設
け
ら

れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
１
％
対
象
の
飲
食

料
品
の
譲
渡
に
係
る
売
上
税
額
は
、
同
額

の
仕
入
控
除
税
額
に
よ
っ
て
相
殺
さ
れ

る
。
２
割
特
例
・
３
割
特
例
を
適
用
す
る

場
合
も
同
様
で
あ
る
⑺
。

た
だ
し
、
飲
食
料
品
以
外
の
売
上
げ
に

つ
い
て
は
通
常
の
簡
易
課
税
等
の
計
算
が

必
要
と
な
る
た
め
、
１
％
、
８
％
お
よ
び

10
％
の
各
税
率
に
係
る
売
上
げ
を
区
分
し

て
集
計
す
る
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
簡
易
課
税
制
度
で
は
、
複
数
の

事
業
を
営
む
事
業
者
に
つ
い
て
、
一
定
の

事
業
区
分
に
係
る
課
税
売
上
高
が
全
体
の

75
％
以
上
を
占
め
る
場
合
に
、
み
な
し
仕

入
率
の
計
算
を
簡
便
化
す
る
取
扱
い
が
設

け
ら
れ
て
い
る
。
今
回
の
特
例
で
は
、
こ
の

実務解説
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割
合
の
判
定
お
よ
び
み
な
し
仕
入
率
の
計

算
に
あ
た
り
、
１
％
対
象
の
飲
食
料
品
の

譲
渡
を
除
外
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
⑻
。

こ
の
た
め
、
飲
食
料
品
以
外
の
売
上
構
成

に
よ
っ
て
、
適
用
す
る
み
な
し
仕
入
率
が

従
前
と
異
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
簡
易
課

税
を
利
用
す
る
事
業
者
は
、
会
計
・
申
告

シ
ス
テ
ム
が
こ
の
計
算
に
対
応
で
き
る
か

を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

⑺　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
３
―
６（
簡
易
課
税
制
度
の
計
算
方
法
の

特
例
）。

⑻　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
３
―
７（
簡
易
課
税
制
度
の
み
な
し
仕
入

率
に
関
す
る
75
％
ル
ー
ル
の
適
用
関
係
）。

⑶　
翌
課
税
期
間
以
降
の
留
意
点

一
般
課
税
へ
移
行
し
た
後
に
翌
課
税
期

間
か
ら
簡
易
課
税
へ
戻
る
場
合
な
ど
、
今

回
の
特
例
適
用
後
の
課
税
方
式
の
再
選
択

に
つ
い
て
は
、
Ｑ
＆
Ａ
に
お
い
て
も
直
接

的
な
説
明
が
示
さ
れ
て
い
な
い
。
通
常
の

届
出
期
限
お
よ
び
適
用
要
件
と
の
関
係
、

２
０
２
９
年
の
８
％
復
帰
時
の
取
扱
い
に

つ
い
て
は
、
今
後
の
法
令
、
通
達
お
よ
び

Ｑ
＆
Ａ
の
更
新
を
継
続
し
て
確
認
す
る
必

要
が
あ
る
。

施
行
日
前
後
の
取
引
と

経
過
的
な
取
扱
い

⑴　
適
用
時
期
と
計
上
基
準

２
０
２
７
年
４
月
１
日
以
後
に
行
う
飲

食
料
品
の
譲
渡
に
は
、
原
則
と
し
て
１
％

が
適
用
さ
れ
る
。

た
だ
し
、
た
と
え
ば
、
営
業
時
間
が
翌

日
の
午
前
１
時
ま
で
で
あ
る
た
め
、
日
々

の
売
上
げ
に
つ
い
て
午
前
１
時
で
締
め
て

集
計
し
、
午
前
０
時
か
ら
１
時
ま
で
の
商

品
販
売
を
前
日
分
の
売
上
げ
と
し
て
計
上

し
て
い
る
場
合
の
よ
う
に
、
事
業
者
が
従

来
か
ら
継
続
し
て
い
る
売
上
計
上
基
準
に

よ
り
、
２
０
２
７
年
４
月
１
日
午
前
０
時

か
ら
１
時
ま
で
の
売
上
げ
を
３
月
31
日
分

と
し
て
処
理
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
時
間

帯
の
飲
食
料
品
に
８
％
を
適
用
し
て
差
し

支
え
な
い
と
さ
れ
て
い
る
⑼
。
施
行
日
の

切
替
え
に
際
し
て
は
、
単
純
に
シ
ス
テ
ム

時
刻
だ
け
で
税
率
を
変
更
す
る
の
で
は
な

く
、
継
続
適
用
し
て
い
る
売
上
計
上
基
準

と
の
関
係
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
と
考

え
ら
れ
る
。

ま
た
、
売
り
手
と
買
い
手
の
計
上
基
準

が
異
な
る
場
合
、
買
い
手
は
売
り
手
が
イ

ン
ボ
イ
ス
等
に
記
載
し
た
税
率
を
基
礎
と

し
て
仕
入
税
額
控
除
を
行
う
⑽
。
こ
の
た

め
、
買
い
手
に
お
い
て
は
、
自
社
の
計
上

日
を
基
準
に
適
用
税
率
を
判
断
す
る
の
で

は
な
く
、
受
領
し
た
イ
ン
ボ
イ
ス
等
に
記

載
さ
れ
た
税
率
や
消
費
税
額
を
確
認
す
る

必
要
が
あ
る
。

な
お
、
区
分
記
載
請
求
書
等
で
税
込
価

額
の
記
載
は
あ
る
も
の
の
、
適
用
さ
れ
た

消
費
税
率（
８
％
ま
た
は
１
％
）が
明
ら
か

で
な
い
と
き
は
、
取
引
の
相
手
方
に
確
認

し
た
う
え
で
適
用
税
率
を
判
断
す
る
こ
と

と
さ
れ
る
⑾
。

⑼　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
１
―
３（
消
費
税
率
引
下
げ
の
時
期
）。

⑽　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
１
―
４（
売
り
手
と
買
い
手
で
計
上
基
準

が
異
な
る
場
合
の
適
用
税
率
）。

⑾　

前
掲
注
⑽
。

⑵　
返
品
・
値
引
き
・
貸
倒
れ

返
品
、
値
引
き
、
割
戻
し
お
よ
び
貸
倒

れ
に
つ
い
て
は
、
処
理
時
点
の
税
率
で
は

な
く
、
基
と
な
っ
た
取
引
の
税
率
を
用
い

る
。
２
０
２
７
年
３
月
31
日
以
前
に
８
％

で
販
売
し
た
飲
食
料
品
が
同
年
４
月
１
日

以
後
に
返
品
さ
れ
た
場
合
に
は
、
８
％
で

対
価
の
返
還
等
に
係
る
税
額
を
計
算
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
⑿
。
２
０
２
９
年
の

８
％
復
帰
後
に
１
％
取
引
の
返
品
等
が
発

生
す
る
場
合
も
同
様
で
あ
る
。
基
の
取
引

の
税
率
を
後
日
参
照
で
き
る
よ
う
、
販
売

履
歴
と
返
品
・
値
引
デ
ー
タ
を
関
連
づ
け

て
保
存
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え

ら
れ
る
。

⑿　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
１
―
５（
返
品
取
引
に
つ
い
て
）。

⑶　
定
期
供
給
契
約
と
通
信
販
売

一
定
の
定
期
供
給
契
約
お
よ
び
通
信
販

売
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
７
年
４
月
１
日

以
後
の
譲
渡
で
あ
っ
て
も
８
％
を
適
用
す

る
経
過
的
な
取
扱
い
が
設
け
ら
れ
る
。

定
期
供
給
契
約（
不
特
定
か
つ
多
数
の

者
に
定
期
的
に
継
続
し
て
供
給
す
る
契
約

を
い
い
、
税
率
１
％
を
前
提
と
す
る
も
の

を
除
く
）で
は
、
２
０
２
７
年
１
月
１
日

前
に
締
結
し
、
同
年
４
月
１
日
前
に
対
価

を
受
領
し
た
部
分
が
対
象
と
な
る
。

通
信
販
売
で
は
、
２
０
２
７
年
１
月
１

日
前
に
販
売
条
件
を
提
示
し
、
同
年
４
月

１
日
前
に
申
込
み
を
受
け
た
取
引
が
対
象

と
さ
れ
る
。

経
過
的
な
取
扱
い
は
選
択
適
用
で
は
な

く
、
要
件
を
満
た
す
取
引
に
は
８
％
を
適

用
し
、
１
％
を
前
提
と
す
る
契
約
ま
た
は

販
売
条
件
で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
場

合
や
、契
約
等
が
変
更
さ
れ
た
場
合
に
は
、

１
％
が
適
用
さ
れ
る
⒀
。

し
た
が
っ
て
、
定
期
便
や
カ
タ
ロ
グ
販

売
等
を
行
う
事
業
者
は
、
定
期
供
給
契
約

に
つ
い
て
は
契
約
日
、
対
価
の
受
領
日
お
よ

び
契
約
変
更
の
有
無
を
、
通
信
販
売
に
つ

い
て
は
販
売
条
件
の
提
示
日
、
申
込
日
お

よ
び
販
売
条
件
の
変
更
の
有
無
を
確
認
で

き
る
よ
う
に
し
て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。

⒀　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
１
―
６（
消
費
税
率
引
下
げ
に
係
る
経
過

的
な
取
扱
い
）。

イ
ン
ボ
イ
ス・
経
理
処
理・

申
告
へ
の
影
響

⑴　
イ
ン
ボ
イ
ス
の
記
載

１
％
対
象
の
飲
食
料
品
を
譲
渡
し
た
場
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合
、
イ
ン
ボ
イ
ス
に
は
１
％
の
適
用
税
率

と
、
１
％
に
よ
り
計
算
し
た
消
費
税
額
等

を
記
載
す
る
。
小
売
業
や
飲
食
店
業
等
の

不
特
定
多
数
の
者
に
対
し
て
資
産
の
譲
渡

等
を
行
う
事
業
に
つ
い
て
は
、
イ
ン
ボ
イ

ス
の
記
載
事
項
を
簡
易
な
も
の
と
し
た
適

格
簡
易
請
求
書（
以
下
、「
簡
易
イ
ン
ボ
イ

ス
」と
い
う
）を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
簡
易
イ
ン
ボ
イ
ス
の
記
載
事
項
は
、

イ
ン
ボ
イ
ス
の
記
載
事
項
と
比
べ
る
と
、

「
書
類
の
交
付
を
受
け
る
事
業
者
の
氏
名

又
は
名
称
」の
記
載
が
不
要
で
あ
る
点
、

１
％
の
適
用
税
率
ま
た
は
、
１
％
に
よ
り

計
算
し
た
消
費
税
額
等
の
い
ず
れ
か
一
方

の
記
載
で
足
り
る
点
が
異
な
る
。
そ
れ
以

外
の
記
載
事
項
に
変
更
は
な
い
。
ま
た
、

１
％
対
象
の
飲
食
料
品
に
つ
い
て
も「
軽

減
税
率
の
対
象
品
目
で
あ
る
旨
」の
表
示

を
継
続
し
て
用
い
る
こ
と
が
で
き
、「
１
％

対
象
品
目
」と
新
た
に
表
示
す
る
必
要
は

な
い
⒁
。
し
た
が
っ
て
、
商
品
明
細
の
識

別
表
示
は
既
存
の
し
く
み
を
活
用
し
つ

つ
、
税
率
別
合
計
欄
と
消
費
税
額
の
計
算

を
１
％
へ
対
応
さ
せ
る
こ
と
が
中
心
と
な

る
と
考
え
ら
れ
る
。

締
日
と
の
関
係
で
８
％
と
１
％
の
飲
食

料
品
が
同
一
の
請
求
期
間
に
含
ま
れ
る
場

合
に
は
、
施
行
日
前
後
で
請
求
書
を
分
け

る
方
法
の
ほ
か
、
同
一
請
求
書
内
で
８
％

対
象
分
と
１
％
対
象
分
を
区
分
し
、
そ
れ

ぞ
れ
の
対
価
の
額
と
消
費
税
額
等
を
表
示

す
る
方
法
も
考
え
ら
れ
る
⒂
。
請
求
書
発

行
シ
ス
テ
ム
で
は
、
同
じ
軽
減
税
率
対
象

品
目
に
つ
い
て
新
旧
税
率
が
混
在
す
る
場

面
を
想
定
し
、
締
日
単
位
の
集
計
と
税
率

別
表
示
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
わ

れ
る
。

⒁　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
２
―
１（
税
率
１
％
の
対
象
取
引
に
係
る

イ
ン
ボ
イ
ス
等
へ
の
記
載
事
項
）。

⒂　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
２
―
２（
税
率
８
％
の
飲
食
料
品
が
混
在

す
る
請
求
書
）。

⑵　
会
計
・
経
費
精
算
・
申
告
デ
ー

タ飲
食
料
品
を
販
売
す
る
事
業
者
で
は
、

会
計
、
販
売
お
よ
び
購
買
の
各
シ
ス
テ
ム

に
、
飲
食
料
品
用
の
１
％
の
税
率
区
分
を

新
設
す
る
必
要
が
あ
る
。
定
期
購
読
新
聞

に
は
８
％
、
外
食
・
酒
類
等
に
は
10
％
が

引
き
続
き
適
用
さ
れ
る
た
め
、１
％
、８
％

お
よ
び
10
％
の
各
税
率
に
係
る
取
引
を
区

分
し
て
集
計
し
、
消
費
税
申
告
に
必
要
な

デ
ー
タ
へ
反
映
で
き
る
よ
う
に
す
る
必
要

が
あ
る
。

他
方
、
飲
食
料
品
を
販
売
し
な
い
事
業

者
に
お
い
て
も
、
会
議
用
飲
料
や
贈
答
用

食
品
等
の
購
入
に
１
％
が
適
用
さ
れ
る
た

め
、
会
計
シ
ス
テ
ム
や
経
費
精
算
シ
ス
テ

ム
等
に
１
％
の
税
率
区
分
を
追
加
す
る
対

応
が
必
要
と
な
る
。
た
だ
し
、
売
上
側
に

１
％
取
引
が
生
じ
な
い
事
業
者
で
は
、
食

品
販
売
関
連
事
業
者
と
比
べ
て
対
応
範
囲

は
限
定
的
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

シ
ス
テ
ム
対
応
に
あ
た
っ
て
は
、
通
常

の
売
上
げ
・
仕
入
れ
に
加
え
、
施
行
日
前

後
の
取
引
、
８
％
と
１
％
が
混
在
す
る
請

求
書
、
返
品
、
値
引
き
等
に
つ
い
て
、
適

用
税
率
が
正
し
く
判
定
さ
れ
、
申
告
デ
ー

タ
に
反
映
さ
れ
る
か
を
確
認
す
る
必
要
が

あ
る
。
特
に
、
売
り
手
と
買
い
手
で
計
上

基
準
が
異
な
る
場
合
や
、
定
期
供
給
契
約

ま
た
は
通
信
販
売
に
係
る
経
過
的
な
取
扱

い
が
適
用
さ
れ
る
場
合
に
は
、
取
引
日
だ

け
で
適
用
税
率
を
判
断
で
き
な
い
こ
と
に

留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

中
間
申
告
の
特
例

飲
食
料
品
の
譲
渡
を
主
に
行
う
事
業
者

で
は
、
売
上
税
額
が
減
少
す
る
一
方
、
直

前
課
税
期
間
の
８
％
を
基
礎
と
し
て
計
算

さ
れ
る
中
間
納
付
額
が
過
大
と
な
る
可

能
性
が
あ
る
。
大
綱
で
は
、
２
０
２
７
年

４
月
１
日
以
後
に
開
始
す
る
中
間
申
告

対
象
期
間
に
つ
い
て
は
、
直
前
課
税
期
間

の
飲
食
料
品
の
売
上
げ
・
仕
入
れ
に
１
％

が
適
用
さ
れ
た
も
の
と
し
て
再
計
算
し
た

税
額
に
基
づ
き
、
仮
決
算
に
よ
る
中
間
申

告
書
を
提
出
で
き
る
と
さ
れ
る
。
ま
た
、

２
０
２
９
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始
す
る

中
間
申
告
対
象
期
間
に
つ
い
て
は
、
直
前

課
税
期
間
の
飲
食
料
品
の
売
上
げ
・
仕
入

れ
に
８
％
が
適
用
さ
れ
た
も
の
と
し
て
再
計

算
し
た
税
額
に
基
づ
き
、
仮
決
算
に
よ
る

中
間
申
告
書
を
提
出
で
き
る
と
さ
れ
る（
次

頁
図
表
２
）⒃
。

こ
の
特
例
に
よ
る
申
告
で
は
、
申
告
書

第
一
表
の
み
の
提
出
で
差
し
支
え
な
い
と

さ
れ
、
ま
た
、
納
付
税
額
、
納
付
譲
渡
割

額
お
よ
び
両
者
の
合
計
税
額
に
係
る
欄

の
み
を
記
載
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
。
他

方
、
中
間
申
告
期
限
ま
で
に
仮
決
算
に
よ

る
中
間
申
告
書
を
提
出
し
な
か
っ
た
場
合

に
は
、
直
前
課
税
期
間
の
確
定
税
額
に
基

づ
く
中
間
申
告
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ

れ
、
期
限
後
に
仮
決
算
方
式
へ
切
り
替
え

る
こ
と
は
で
き
な
い
。
利
用
す
る
事
業
者

は
、
資
金
繰
り
上
の
効
果
と
計
算
に
要
す

る
事
務
負
担
を
比
較
し
、
期
限
か
ら
逆
算

し
て
税
率
別
集
計
と
社
内
決
裁
を
行
う
必

要
が
あ
る
。

な
お
、
継
続
的
に
還
付
と
な
る
こ
と
が

見
込
ま
れ
る
事
業
者
で
は
、「
消
費
税
課
税

期
間
特
例
選
択
届
出
書
」を
所
定
の
時
期

ま
で
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
課
税
期

間
を
１
カ
月
ま
た
は
３
カ
月
に
短
縮
す
る

方
法
も
選
択
肢
と
な
る
も
の
と
考
え
ら
れ

る
⒄
。た

だ
し
、
課
税
期
間
を
短
縮
す
る
場
合

に
は
、
申
告
回
数
が
増
加
し
、
原
則
と
し

て
２
年
間
は
特
例
の
適
用
を
や
め
ら
れ
な

い
た
め
、
還
付
の
早
期
化
に
よ
る
効
果
と

実務解説
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事
務
負
担
を
あ
わ
せ
て
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
と
思
わ
れ
る
。

⒃　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
３
―
８（
中
間
申
告
制
度
の
特
例
）。

⒄　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
３
―
３（
課
税
期
間
を
短
縮
す
る
手
続
）

お
よ
び
問
３
―
８
。

総
額
表
示
義
務
の
特
例

税
率
変
更
時
の
値
札
貼
替
え
等
の
負
担

に
配
慮
し
、
総
額
表
示
義
務
に
た
だ
ち
に

対
応
す
る
こ
と
が
困
難
な
事
情
が
あ
る
場

合
に
は
、
誤
認
防
止
措
置
を
講
じ
て
い
る

場
合
に
限
り
、
税
率
変
更
の
前
後
２
カ
月

間
、
旧
税
率
ま
た
は
新
税
率
に
よ
る
税
込

価
格
を
表
示
で
き
る
特
例
が
設
け
ら
れ

る
。
２
０
２
７
年
２
月
１
日
か
ら
３
月
31

日
ま
で
は
１
％
表
示
、
同
年
４
月
１
日
か

ら
５
月
31
日
ま
で
は
８
％
表
示
が
認
め
ら

れ
、
２
０
２
９
年
の
８
％
復
帰
時
に
も
、

２
０
２
９
年
２
月
１
日
か
ら
３
月
31
日
ま

で
は
８
％
表
示
、
同
年
４
月
１
日
か
ら
５

月
31
日
ま
で
は
１
％
表
示
が
認
め
ら
れ

る
。
ま
た
、
新
旧
税
率
の
表
示
が
混
在
す

る
こ
と
も
認
め
ら
れ
る（
図
表
３
）⒅
。

Ｑ
＆
Ａ
で
は
、
夜
間
の
値
札
貼
替
え
を

完
了
で
き
な
い
場
合
や
、
カ
タ
ロ
グ
・
商

品
パ
ッ
ケ
ー
ジ
自
体
に
価
格
が
印
刷
さ
れ

て
い
る
場
合
等
が「
直
ち
に
対
応
す
る
こ

と
が
困
難
な
事
情
」の
例
と
し
て
示
さ
れ

て
い
る
。
一
方
で
、
た
と
え
ば
、
税
率
引

下
げ
後
、
税
率
１
％
に
よ
る
表
示
が
で
き

な
い
具
体
的
な
事
情
が
な
い
な
か
で
、
値

札
の
貼
替
え
は
随
時
行
っ
て
い
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
貼
り
替
え
た
値
札
に
引
き
続

き
税
率
８
％
に
よ
る
表
示
が
さ
れ
て
い

る
よ
う
な
場
合
に
は
、「
困
難
な
事
情
」が

あ
っ
た
と
は
考
え
ら
れ
な
い
と
さ
れ
て
い

る
。

店
舗
、
Ｅ
Ｃ
サ
イ
ト
、
チ
ラ
シ
、
メ

ニ
ュ
ー
、
棚
札
等
の
媒
体
ご
と
に
表
示
切

替
日
を
管
理
し
、
表
示
価
格
と
レ
ジ
精
算

額
の
関
係
が
明
確
に
わ
か
る
案
内
を
行
う

必
要
が
あ
る
。
な
お
、
税
抜
価
格
の
み
、

ま
た
は「
＋
税
」と
の
み
表
示
す
る
方
法
は

引
き
続
き
認
め
ら
れ
な
い
の
で
、
留
意
が

必
要
で
あ
る
。

⒅　

同
Ｑ
＆
Ａ
問
３
―
９（
飲
食
料
品
の
総
額
表
示
義
務
の

特
例
）。

導
入
か
ら
８
％
復
帰
ま
で

の
対
応

大
綱
で
は
、
飲
食
料
品
に
係
る
１
％
の

特
例
税
率
の
適
用
期
間
を
２
０
２
７
年
４

月
１
日
か
ら
２
０
２
９
年
３
月
31
日
ま

で
と
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
事
業
者

は
、
２
０
２
７
年
の
税
率
引
下
げ
だ
け
で

な
く
、
２
０
２
９
年
４
月
１
日
の
８
％
へ

の
復
帰
も
見
据
え
て
対
応
す
る
必
要
が
あ

る
。シ

ス
テ
ム
対
応
に
あ
た
っ
て
は
、
既
存

の
８
％
の
税
率
区
分
を
１
％
に
変
更
す
る

の
で
は
な
く
、
１
％
の
税
率
区
分
を
新
設

し
、
そ
の
適
用
期
間
を
管
理
で
き
る
よ
う

に
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
施

行
日
前
後
の
取
引
、
返
品
・
値
引
き
な
ら

び
に
定
期
供
給
契
約
お
よ
び
通
信
販
売
に

係
る
経
過
的
な
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
前

述
し
た
Ｑ
＆
Ａ
の
内
容
を
踏
ま
え
て
適
用

（図表2）　税率変更時における中間申告税額の計算イメージ

（出所）　国税庁「飲食料品に係る2年間の消費税率引下げに関するQ＆A」（令和8年9月）問3-8

令和9年3月期 令和10年3月期

飲食 
料品 飲食 

料品

それ 
以外

それ 
以外

売上高（税額）
3,000万円
（240万円）

2,000万円
（200万円）

仕入高（税額）
2,000万円
（160万円）

1,400万円
（140万円）

確定 
申告書

売上税額
30万円

200万円

仕入税額
20万円

140万円

中間 
申告書

消費税額 
140万円

中間申告
70万円 ×1回

35万円 ×1回※

前課税期間（令和9年3月期）の売上げ・仕入れ
に税率1％が適用されたものとして再計算

×1/2

×1/2

※ 中間申告の回数は、直前課税期間の税額に応じた回数（年1回、3回又
は11回）と同じです。

− −= =
納税額
70万円

適用税率：8％ 適用税率：8％適用税率：1％

（図表3）　総額表示に係る経過的な取扱いの適用期間

R9.4.1 R11.4.1

R9.2.1 R11.2.1R9.5.31 R11.5.31
①税率1％での価格表示も可。
②税率8％での価格表示も可。

③税率8％での価格表示も可。
④税率1％での価格表示も可。

【誤認防止措置の例】 
誤認防止措置は、消費者が商品等の選択を行う際の価格表示に関する誤認を防止するために行うも
のです。そのため、その表示は明瞭に認識できる方法で行う必要があります。

（出所）　国税庁「飲食料品に係る2年間の消費税率引下げに関するQ＆A」（令和8年9月）問3-9をもとに筆者作成

① ③ ④②
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税
率
を
判
定
す
る
必
要
が
あ
る
。

法
案
成
立
前
の
段
階
で
は
、
制
度
内
容

の
変
更
に
よ
る
手
戻
り
も
想
定
さ
れ
る
一

方
、
２
０
２
７
年
４
月
１
日
の
施
行
ま
で

の
準
備
期
間
は
限
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
た

め
、
現
時
点
で
は
、
対
象
と
な
る
取
引
、

商
品
、
契
約
、
価
格
表
示
お
よ
び
シ
ス
テ

ム
を
把
握
し
、
対
応
が
必
要
と
な
る
範
囲

を
整
理
し
て
お
く
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

具
体
的
に
は
、
食
品
販
売
関
連
事
業
者

で
は
、
商
品
マ
ス
タ
ー
、
Ｐ
Ｏ
Ｓ
、
販
売
・

購
買
・
会
計
お
よ
び
申
告
の
各
シ
ス
テ
ム

に
つ
い
て
、
１
％
、
８
％
お
よ
び
10
％
の

取
引
を
区
分
し
て
処
理
で
き
る
か
を
確
認

す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
他
方
、
飲
食

料
品
を
販
売
し
な
い
事
業
者
で
は
、
主
と

し
て
購
買
、
経
費
精
算
、
会
計
お
よ
び
受

領
イ
ン
ボ
イ
ス
の
処
理
に
１
％
の
税
率
区

分
を
追
加
す
る
対
応
が
想
定
さ
れ
る
。

現
時
点
で
公
表
さ
れ
て
い
る
大
綱
お
よ

び
Ｑ
＆
Ａ
は
、
法
案
が
国
会
で
可
決
・
成

立
し
た
場
合
を
前
提
と
し
て
お
り
、
Ｑ
＆

Ａ
も
今
後
追
加
や
改
訂
が
な
さ
れ
る
と
想

定
さ
れ
る
。

し
た
が
っ
て
、
事
業
者
は
、
今
後
公
表

さ
れ
る
法
令
お
よ
び
国
税
庁
資
料
を
随
時

確
認
し
、
そ
の
内
容
を
踏
ま
え
て
具
体
的

な
対
応
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
わ

れ
る
。

施
行
前
の
準
備
と
し
て
は
、
施
行
日
前

後
の
取
引
、
８
％
と
１
％
が
混
在
す
る
請

求
書
、
返
品
・
値
引
き
お
よ
び
経
過
的
な

取
扱
い
の
対
象
と
な
る
取
引
に
つ
い
て
、

前
述
し
た
取
扱
い
が
実
務
に
適
切
に
反
映

さ
れ
る
か
を
確
認
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ

る
。ま

た
、
２
０
２
９
年
の
８
％
復
帰
に
備

え
、
２
０
２
７
年
の
導
入
時
に
整
理
し
た

税
率
区
分
、
判
定
方
法
お
よ
び
対
応
内

容
を
保
存
し
て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。

１
％
の
導
入
と
８
％
へ
の
復
帰
を
一
体
と

し
て
管
理
す
る
こ
と
に
よ
り
、
制
度
終
了

時
の
対
応
を
円
滑
に
進
め
る
こ
と
が
で
き

る
と
考
え
ら
れ
る
。

支
援
金
制
度
の
概
要

大
綱
で
は
、
飲
食
料
品
の
消
費
税
率
引

下
げ
と
あ
わ
せ
て
、
中
低
所
得
の
現
役
勤

労
者
を
対
象
と
す
る
就
業
者
負
担
軽
減
支

援
金
を
２
０
２
７
年
度
か
ら
２
０
２
８
年

度
ま
で
は
飲
⾷
料
品
に
係
る
消
費
税
１
％

相
当
分
の
範
囲
で
の
つ
な
ぎ
措
置
と
し
て

導
入
し
、
２
０
２
９
年
度
の
本
格
的
な
支

援
金
制
度
へ
円
滑
に
接
続
す
る
と
し
て
い

る
。
ま
た
、
支
援
金
制
度
は
、
本
格
的
な

「
給
付
付
き
税
額
控
除
」を
導
入
す
る
第
一

歩
で
あ
り
、
制
度
の
将
来
像
に
つ
い
て

は
、
継
続
し
て
検
討
を
行
う
と
さ
れ
て
い

る
。
現
時
点
で
は
、
支
援
金
は
、
所
得
税
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実務解説

非
課
税
で
個
人
単
位
に
支
給
さ
れ
、
支
払

等
の
事
務
は
市
町
村
の
法
定
受
託
事
務
と

さ
れ
、
企
業
の
経
理
処
理
、
給
与
計
算
ま

た
は
源
泉
徴
収
に
直
接
の
対
応
を
求
め
る

具
体
的
内
容
は
示
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、

企
業
実
務
と
の
関
係
で
は
今
後
の
制
度
設

計
を
確
認
す
る
こ
と
と
な
る
。

お
わ
り
に

飲
食
料
品
に
係
る
１
％
の
特
例
税
率

は
、
２
年
間
の
時
限
措
置
で
あ
る
一
方
、

事
業
者
に
と
っ
て
は
、
複
数
税
率
へ
の
対

応
、
課
税
方
式
の
選
択
、
イ
ン
ボ
イ
ス
、

申
告
お
よ
び
価
格
表
示
等
、
幅
広
い
実
務

に
影
響
を
及
ぼ
す
。
国
税
庁
Ｑ
＆
Ａ
に
よ

り
実
務
上
の
取
扱
い
は
相
当
程
度
具
体
化

さ
れ
た
が
、
翌
課
税
期
間
以
降
の
課
税
方

式
の
再
選
択
等
、
な
お
確
認
を
要
す
る
事

項
も
残
さ
れ
て
い
る
。

特
に
、
課
税
事
業
者
の
選
択
お
よ
び

簡
易
課
税
制
度
の
不
適
用
に
つ
い
て
は
、

２
０
２
７
年
４
月
１
日
の
属
す
る
課
税
期

間
中
に
届
出
書
を
提
出
で
き
る
も
の
の
、

確
定
申
告
期
限
ま
で
提
出
で
き
る
わ
け
で

は
な
い
。
そ
の
た
め
、
対
象
事
業
者
は
、

決
算
確
定
前
に
一
般
課
税
と
簡
易
課
税
の

有
利
不
利
を
試
算
し
、
届
出
の
提
出
期
限

ま
で
に
届
出
の
要
否
を
判
断
す
る
必
要
が

あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

今
後
、
法
令
、
政
省
令
、
通
達
、
申
告

書
様
式
お
よ
び
Ｑ
＆
Ａ
の
更
新
に
よ
り
詳

細
が
明
ら
か
に
な
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る

が
、
事
業
者
側
で
は
、
対
象
取
引
・
シ
ス

テ
ム
・
契
約
の
棚
卸
し
、
課
税
方
式
の

概
算
試
算
お
よ
び
改
修
計
画
の
策
定
を

前
広
に
進
め
、
２
０
２
７
年
の
導
入
と

２
０
２
９
年
の
８
％
復
帰
を
一
体
と
し
て

管
理
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。


